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しずおか                                           ２０２１年 ２月 ２７日            

県勤協連ニュース              ３６６号 
                     

静岡県勤労者協議会連合会 

                    TEL・FAX 054-273-5130 

 

                ホームページ   http://kinrokyo.net/shizuoka/ 

                 Ｅ－メールアドレス shizuoka@kinrokyo.net 
 

 

本年度の「県政懇談会」は文書による 

要望書の提出となりました 
 
勤労協運動を取組んでいる会員の皆さんに敬意を表します 

昨年からのコロナ感染は未だ収束が見えないなかで、各種行事やイベントが中止や縮小となってい

ます。このコロナ問題は今後の生活様式や働き方にも大きな変化が予想されます。 

 さて、県勤労協連合会は例年「県政懇談会」を開催してきましたが、本年度はコロナ感染防止の対

策上、静岡県知事あてに要望書を提出し、文書回答を頂くこととしました。要望書内容は新型コロナ

感染にかかわる諸課題と、働き方改革における諸課題としました。文書回答を頂ければ各勤労協にお

知らせしていきます。                        (県勤協連・橋本勝六) 

 

２０２１年１月２０日付けで下記の文書を提出しました。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

要 望 書 

貴職におかれましては県民生活の安心、安全を確保するため取組んでいますことに感謝申し上げま

す。特に本年は新型コロナ感染拡大による県民の健康、経済への影響などの対策に全力でご尽力され

ていることに敬意を表します。 

 新型コロナ感染は未だ収束の見通しもたっていません。県内各地でクラスターの多発や感染拡大が

継続されてきている中で、県民の健康管理や外出自粛、飲食業界、観光業界、産業界も経営危機にさ

らされている状況となっています。引き続き県民の安心、安全のための対策を講じて頂きますようお

願い申し上げます。 

当静岡県勤労者協議会連合会も県内各地域において勤労者の生活・福祉の向上に向けて取組んでい

るところですが、各地からの要望が集約されましたので、下記により要望を申し入れます。回答につ

いては文書でお願い申し上げます。 

1. 新型コロナ感染に伴う課題について 

(1) コロナ禍における感染者の早期発見に向けて PCR 検査の拡大実施を図ることが重要と思います。

PCR 検査の拡大対策についてお伺いします 

(2) コロナ禍における感染者の病院受け入れの能力拡大対策、隔離者のホテル収容状況及び収容対策

について万全な対策についてお伺いします 

(3) コロナ禍における感染者の受け入れを担当する保険所の対応能力の拡大が必要であり相談者の

対応や連絡体制に支障がない拡充についてお伺いします 

(4) コロナ感染の拡大により、首都圏及び中京圏では再度、非常事態宣言が発出され行動の自粛が要

請されました。静岡県においても感染者の拡大が続いている現状から、飲食業・観光業・商店販

売業・それに関わる業者の経営が危機に瀕していることから、倒産とならない支援対策が求めら

れているところですがその対策についてお伺いします。 
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(5) コロナ禍における企業、観光業、飲食業等の営業自粛により非正規労働者、パート労働者、アル

バイトの雇止めが多発していることから、解雇された労働者やシングルマザーなど生活困窮者が

拡大しています。その現状や生活支援対策についお伺いします 

(6) コロナ禍において企業に対する雇用調整助成金制度が活用されているところですが、コロナ感染

は収束状況になく、同制度の活用が 2021 年 2 月までとなっているが、コロナ感染収束の見通し

がつくまで延期すべきです。国へ延期要請を強くお願いします 

(7) 今後はコロナワクチン接種が行われていくこととなりますが、接種対象者の基準の設け方、接種

実施個所や接種体制に万全を期し、混乱が生じないよう取組みについて説明されたい 

2. 労働政策上から「働き方改革法」などを通じて、労働者の働き方の改善が進められているところ

ですが下記事項についてお伺いします 

(1)  同一労働、同一賃金政策が示されています。法改正では 2020 年 4 月からとされていますが、

中小企業は 2021 年 4 月からとなっており、コロナ禍における雇用状況は非正規労働者、パート

労働者の雇い止めが多くありますが、静岡県として同一労働、同一賃金政策の取組みや指導体制

についてお伺いします 

(2) 企業は正社員と非正規雇用の労働者の仕事内容が同じ能力や成果が同様の場合「賃金や休暇、

手当といった待遇も同水準にしなければならない」と規定されていますが、問題が発生した場

合の「窓口」はどこかをお伺いします 

(3) コロナ禍におけるエッセンシャルワーカーの支援について、看護職員の人材確保に向けて「労

働条件の改善」を静岡県として関係方面に働きかけて頂きたい 

(4) 2025 年問題として団塊の世代が後期高齢者となっていく状況において、介護人材は更に拡大さ

れていくこととなります。介護人材の確保に向けて「一層の処遇改善」を静岡県として指導し、

人材確保対策を講じていくことを要請します 

(5) コロナ禍でも「多くの障がい者が活躍できる環境」実現に向けて取組んでいただきたい 

① 障がい者雇用促進法が 2021 年 3 月から改正されるに伴い、その目標に向けた対策と指導

を図られたい 

② 障がい者の「就労支援事業」の補助金制度について次年度も継続し実施して頂きたい 

(6) 女性の活躍社会の実現が求められているが、女性管理職への登用など静岡県としての取組みは

どうか、また経営者団体などへの取組みについてお伺いします 

(7) 静岡県としての労働問題を取り扱う事務局体制、労働法律相談などの窓口などを示す「労使ト

ラブル法律相談 Q＆A」が発行されていると聞いていますが中小企業などの労働組合にも配布し

雇用の安定を図る材料として頂きたい                      以上 

 

２０２１年１月２２日 

核兵器禁止条約(核禁条約)効力発効 
 

２０１７年７月核兵器禁止条約が国連において採択

されました。１２２ヶ国の賛同を得ての採択でした。

核兵器禁止条約は国連加盟の５０ヶ国以上が批准され

れば、その９０日後に条約としての効力が発効となり

ます。昨年国連加盟の５１ヶ国が条約批准となったこ

とから、９０日後の２０２１年１月２２日が条約発効

の日となりました。核兵器禁止条約発効を記念し、静

岡県高校生平和大使の皆さんが友人などに呼び掛けて、

静岡市ケヤキ通りで条約発効のアピール行動と核兵器

廃絶の署名活動を取組んできました。この行動を支援

している原水爆禁止静岡県民会議の皆さんも支援に駆け付けました。会を代表し橋本勝六代表や第

５福竜丸事件を風化させない運動を、焼津市の中で取り組む秋山焼津市議が連帯と激励のあいさつ

を行ってきました。 
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核兵器禁止条約は世界で唯一の戦争被爆国である、日本における広島市、長崎市の被爆者やビキ

ニ汚染した第５福竜丸事件など被団協の皆さんや、原水爆禁止運動で

世界大会など組織的に取り組む皆さん、及び原水禁運動を国際組織と

して取り組むアイキャン（ＩＣＡＮ・核兵器廃絶国際キャンペーン）

ＮＧＯ団体などの運動で国連組織を動かし「核兵器禁止条約」が国連

において採択されました。 

この核禁条約の発効が今後の核兵器廃絶の出発点となることを期待

する所ですが、世界で唯一の被爆国日本政府が条約批准に反対してい

ます。誠に残念なことです、更に核兵器保有国を中心とする、核の傘

に期待する国も消極的な態度となっていますが、核禁条約の批准国が

さらに拡大し１００ヶ国以上となれば核兵器禁止条約として大きな力

となっていくこととなります。私たちはこの条約の出発点に立って日

本政府に条約の批准を求めていくこととします。 

(写真 前頁左・静岡市けやき通りでの街頭署名活動 当頁右・高校生平和大使の支援の呼びかけ） 

(文責・橋本勝六) 

 

新型コロナウイルス情報 
 

静岡県ホームページより 

（https://www.pref.shizuoka.jp/kinkyu/covid-19-keikailevel.html 

ホーム > 緊急・危機管理情報／県内気象情報のご案内 > 新型コロナウイルス警戒レベル 
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〈静岡県勤労協連合会事務局より〉 

沖縄県民の闘い・福島第１原発事故の責任問題 
各地域勤労協で学習を深めよう 

各地域勤労協に DVDを送付します 

２０２０年度は新型コロナ感染問題から従来の地域運動に大きな支障が出ました。静岡県勤労協連

合会も総会の開催や県連幹事会、研究集会などが開催されなく、会員同士の意思疎通もできない状況

となっています。 

 今回、各地域勤労協に DVD２本を購入し、各勤労協で学習をして頂くことを要請します。 

①『沖縄と本土 一緒に戦う』(６０分) （２０２０年４月 企画制作 湯本雅典) 

 沖縄県の辺野古新基地建設に反対する県民の闘いをまとめたものです。 

 沖縄県の米軍基地による事故や事件、辺野古新基地埋め立ての強硬、沖縄諸島へ

の軍事基地の強硬などに対して総力を挙げて戦う県民の記録です。 

②『東電刑事裁判 不当判決』（３３分）（２０１９年 監督・河合弘之、構成・監

修 海渡雄一、企画・福島原発刑事訴訟支援団・福島原発告訴団） 

 2011.3.11東日本大震災に伴う福島第１原発事故は、現在も復興施策が進められ

ていますが、放射能汚染の厳しさは元の生活に戻れない帰宅困難な状況となってい

ます。このような原発事故を起こした東電幹部は誰も責任を取っていません。

東電幹部の責任を追及する裁判も不当な判決を下しています。原発事故の責任

を明らかにする裁判の記録を DVDにまとめた内容となっています。 

 各勤労協は少数による視聴でも、個人持ち回りの視聴でもよいので多くの会

員に見て頂きたいと思います。 

 ＤＶＤのパンフレット、福島原発刑事訴訟支援団ニュース『青空(第 10号)』

も同封します。皆様でご回覧ください。 

        

 

 

    

  

 

 

 

 

 


